地域 基幹 産業 人 材 確保 支援 事業 費 補助 金 
職場 環境 改善 事業 に 関す る 留意 事項 


1 補助 対象 経費 
女性 が 働き や すい 職場 環境 の 整備 を 目的 と し て 、 ト イレ 、 ロ ッ カ ー、 更 衣 室 、 休 憩 室 、 シ ャ ワー 室 、 仮 
眠 室 、 べ ビー ルー ム 等 の 整備 を 行う た め に 必要 な 経費 で あっ て 、 以 下 の (1) ~ (5) の 要件 を 全て 満た 
す も の を 補助 対象 経費 と し ます 。 
(1) 専ら 女性 が 使用 する も の と し 、 明 確 に 女性 専有 で ある こと が わか る も の 。 
(2) 原則 と し て 必要 最小 限 の 人 数 分 で あり 、 必 要 最 小 限 の 経費 で ある こと 。 
(3) 使途 、 単 価 、 規 模 等 が 証拠 書類 等 に より 確認 可能 な 経費 で ある こと 。 
(4) 事業 実施 期間 内 に 契約 、 支 払い を 完了 し た 経費 で ある こと 。 
(5) 助成 事業 を 完了 し た 年 度 の 翌年 度 か ら 起 算 し て 5 年 を 経過 する 日 まで 移転 し な いも の で ある こと 。 








































































































































































































































































































































































































































































































【 補 助 対象 と な る 経費 】 
経費 区 分 内 容 
丁重 替 女性 用 の トイ レ 、 更 衣 室 、 休 憩 室 、 シ ャ ワー 室 、 仮 眠 朗 、 べ ビー ルー ム 等 の 新 
MM 築 、 増 築 、 改 築 に 要する 工事 請負 費 ※ 
備品 購入 費 女性 用 スペ ー ス に 設置 する 更衣 室 用 ロッ カー、 冷 暖房 設備 等 の 機械 、 器具 及び 
2 備品 の 購入 に 要する 経費 (設置 費用 を 含む 。) 
※ 男女 兼用 スペ ー ス また は 男性 専用 スペ ー ス を 改装 ・ 分 割 す る 場合 は 、 女 性 専用 スペ ー ス に 該当 する 費 














の み に 限 り ま す 。 





【 補 助 対象 と な ら な い 経 費 】 





〇 補助 対象 外 の 経費 
補助 対象 と な ら な い 代 表 的 な 経費 は 次 の と お り で す 。 
(た だ し 、 本 表 に 記載 し た 以外 に も 補助 対象 と な ら な い 場 合 が あり ます の で 、 判断 し か ね る 場合 は 申込 前 に 
あら か じ め 県 や 市町村 の 担当 者 へ へ 確認 し て くだ さい 。) 


















































































































































































































































経費 区 分 内 容 
工事 費 ・ 既 存 施設 、 設 備 等 の 撤去 費用 
・ 取 得 価額 が 3 万 円 未満 (税込 額 。 設置 費用 を 含む 。) の も の 
備品 購入 費 ・ 物 品 購入 に 係る 送料 
・ 中 古 品 で ある も の 
その 他 ・ 間 接 経費 (消費 税 ・ 振 込 手数 料 ・ 収 入 印 紙 代 ・ 事 務 手 数 料 等 ) 、 旅 費 、 通 信 
費 、 光熱 水 費 














2 提出 書類 
( 1) 補助 金 交付 申請 時 に 必要 な 書類 


































































































































































































































































































提出 書類 一 覧 様式 等 備 考 
補助 金 交 付 申 請書 補助 金 交付 要綱 様式 第 1 呈 
事業 計画 書 / 様式 第 2 号 
収支 予算 書 / 様式 第 3 号 
事業 費 内 訳書 県 補助 金 事務 取扱 要領 様式 第 6 号 
設計 図書 ( 写 ) 業者 等 が 発行 し た も の 工事 を 行う 場合 に 限る 
参考 見 積 書 ( 写 ) / ※ 1 
事業 所 の 位置 区 任意 様式 
事業 所 の 写真 任意 様式 工事 を 行う 場合 に 限る 
「 い わ て 女性 活躍 認定 企 
om | 壮 が 発 行 し た も の ※2 
い 企 業 等 」 の 認証 書 ( 写 ) 









































※1 備品 購入 費 に お いて 、1 件 の 予定 価格 が 税込 10 万 円 以上 の 契約 の 場合 は 、2 者 以上 の 見 積 が 必要 で す 。 

※2 認定 又は 認証 の 申請 中 の 場合 は 申請 書 の 写し を 提出 し 、 認 定 又 は 認証 後に 速やか に 認定 書 又 は 認証 書 
の 写し を 提出 する こと 。 

注 ) 作成 し 提出 し た 書類 は 全て 控え (コピ ー) を 取り 、 事 業 完了 か ら 5 年 間 (又は 補助 事業 に より 取得 し 
た 財産 の 処分 に 係る 制限 の 期間 の いずれ か 長い 期間 ) 保管 する こと 。 


































































































nn 


























ーー 
で < 

















(2) 補助 金 請求 時 に 必要 な 書類 










































































































































































提出 書類 一 覧 様式 等 備 考 
補助 金 請求 書 補助 金 交付 要綱 様式 第 5 号 
事業 実績 書 』 様式 第 2 号 
収支 精算 書 / 様式 第 3 号 
事業 費 内 訳書 県 補助 金 事務 取扱 要領 様式 第 6 号 
RE 
を 証明 する 書類 
工事 請負 契約 書 ( 写 ) 業者 等 が 発行 し た も の 工事 を 行う 場合 に 限る 
請求 書 ( 写 ) 業者 等 が 発行 し た も の 
領収 書 ( 写 ) 業者 等 が 発行 し た も の 
金融 機関 利用 明細 書 ( 写 ) | 業者 等 が 発行 し た も の 
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MM 
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任意 様式 





















































事業 所 、 購 入 備品 の 写真 | 任意 様式 
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財産 管理 台帳 交付 決定 通知 別紙 様式 備品 等 を 購入 する 場合 に 限る 












































※ 請求 書 、 領 収 書 、 金 融 機関 利用 明細 書写 し は 、 全 て の 対象 経費 に つい て 必須 で す 。 適 切 に 整備 され て い 
な い 場 合 、 補 助 対象 経費 に 算 人 で き な く な り ま す の で 留意 し て くだ さい 。 

注 ) 作成 し 提出 し た 書類 は 全て 控え (コピ ー) を 取り 、 事 業 完了 か ら 5 年 間 (又は 補助 事業 に より 取得 し 
た 財産 の 処分 に 係る 制限 の 期間 の いずれ か 長い 期間 ) 保管 する こと 。 






























































il 


ーー 









































3 その 他 留 意 事 項 























項 具体 的 な 注意 点 
























































工事 及び 各 物 品 の 仕様 、 導入 理由 、 価格 、 算 定 根拠 等 の 妥当 性 に つい て 、 補助 金 
必要 最小 限 の 経費 の 適正 執行 の た め 厳 正 に 審査 を し ます 。 仕様 や 算定 根拠 等 に 妥当 性 が な い 場 合 
は 、 補 助 対象 か ら 除 外す る こと が あり ます 。 

























































































本 事業 と 同一 の 対象 経費 に 対し 、 他 の 補助 制度 等 を 併用 する な ど 公 金 の 二 重 受 取 
























































YO 
一 陳情 助 の 禁止 り は 厳禁 で す 。 
事業 期間 の 制約 補助 事業 期間 内 の 契約 、 取 得 、 支 払い の 完了 を 要 し ます 。 









































業者 へ の 支払 い は 口座 振 准 を 原則 と し 、 現 金 、 カ ー ド 払い (クレ ジッ トカ ー ド 、 
プリ ベイ ドカ ー ド 等 ) に よる 支払 い を し た 経費 は 原則 、 補 助 対 象 外 と な り ま す 。 
経費 の 支払 い 。 [つて ここ | 
RO イン ター ネッ ト サ イ ト で の 備品 購入 時 等 に 得 ら れる 各種 ポイ ント (楽天 ポイ ン 
ト 、 ポイ ント な ど ) 等 に つい て は 、 円 換算 分 を 補助 対象 経費 か ら 差 し 引い た 上 
で 事業 費 内 訳書 を 作成 する 必要 が あり ます 。 










































































と { 












































業 に 関す る 支出 に つい て 、 証 拠 書類 等 に より 確認 で きる よう に する 必要 が あり 
ます 。 確認 で き な い 場合 は 、 補 助 対象 経費 と し て 認め る こと が で きま せん 。 
































証拠 書類 の 完備 8 





















































予算 の 制約 及び 適正 執行 上 、 原 則 と し て 申請 漏れ 等 に よる 後 か ら の 追加 申請 及び 
追加 申請 の 禁止 前 額 は 認め られ ませ ん の で 、 くれぐれも 申請 漏れ の 無い よ う 、 入念 な 確認 を お 願 
いし ます 。 







































































補助 金 交 付 決定 を 受け た 金額 の 範囲 内 で あっ て も 、 支 出 目的 を 変え 0 る こと は で き 
ませ ん 。 例え ば 、 導入 予定 で も わっ た ロッ カー の 納品 見 込み が た た な く な っ た た め 







































































支出 目的 の 変更 代目 に 、 その 予算 で 新た に エア コン を 導入 する こと は 認め られ ませ ん (予算 は 執行 残 
(予算 流用 の 人 禁止 ) と な り ま す 。)。 
及び 





当初 契約 し て いた エア コン が 廃 番 に な り 納 品 が 見 込め な く な っ た た め 、 同 様 の 仕 
癌 の 禁止 様 ・ 価 格 帯 の エア コン に 変更 ( 注 : 増額 し た 場合 、 増額 分 は 補助 対象 外 ) する な 
A ど 、 や む を 得 な い 事 情 に よる 同一 目的 内 で の 軽微 な 変更 に つい て は 、 認め る 場合 
が あり ます 。 仕様 を 変更 する 際 は 、 あ ら か じ め 県 ・ 市 町 村 に 相談 し て くだ さい 。 



























































































































































補助 事業 に より 取得 し た 財産 の 管理 、 運用 状況 は 、 後々 まで 県 ・ 市 町 村 が 確認 

し ます 。 万 が 一 、 県 ・ 市 町 村 の 承認 を 得 な いで 財産 を 処分 ・ 転 売 し た り 、 目 的 外 
使用 (自宅 へ 持ち 帰っ て 私 的 に 使用 する 等 ) する な ど 、 不適 正 な 事案 が 判明 し た 
場合 は 、 県 ・ 市 町 村 へ の 補助 金 返 居 (遅延 利息 含む 。) 等 が 発生 する だ け で な く 、 
当 事 業 を 活用 し て いる 他 の 事業 者 の 方 へ も 多大 な 迷惑 が 掛か る こと と な り ま す 
の で 、 備 品 等 の 適切 な 管理 、 運 用 に 努め て 下さ い 。 
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財産 の 適 」 
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